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小規模e-Iearningを対象とした経済性分析の検討†

田島貴裕*･奥田和重**
北海道入学大学院理学研究科*･小樽商科大学大学院商学研究科*串

本研究の目的は,限られた予算や人員の中で el)earningの導入の是非,外部発注 ･自己開発の

選択,複数のシステムからの選択などを行うための経済性分析の手法を検討することである.

様々な教育現場において e-Jearllingの実施 .検討がなされているが,その導入費用の議論は避け

られない課題である.そこで,特に小規模な e-1earningを対象にして,教育効率や便益を含まな

い経済性分析の必要性を指摘し,簡便で実用的な手法を擾案した,本論文では,e-learllingの導入

費用をシステム自体の費用と各講義費用に分け,導入費用に影響する不確実な要素である①教材

開発費と教材使用年数,②初期設備費とシステム使用年数について経済性分析を行った.また,

評価目的が異なる経済仕分析の検討を行った.

キ-ワード:経済性分析,小規模 e-1earTling,経済性評価,運用体制

1. は じ め に

現在,情報通信の発展 ･普及によって様々な企業 ･

教育機関において e-】earnl'ngが活用されている.しか

しe-】ezlrningの活用が試用財塔から実用段階-移行す
るのに伴い,現実的課題も浮き彫りになっている.メ

ディア教育開発センターによる高等教育機関における

汀 利用調査では,｢機器設備の導入費用 ･維持費用｣
と ｢支援スタッフ不足｣が導入時の大きな障害となっ

ている (メディア教育開発センター 2004).特に費用

は e-】e什rningを導入するうえで避けられない課題であ

り,導入の是非を検討するためにはその分析が必要で

ある.また,e-1earllingでは教育内容や実施体制のほか,

対価やコストといった ｢製品｣としての評価も乾要で

あり,これらの評価は工学的な手法で行われるべきで

ある (経済産業省 2004).

ところで,e-1eamingを遠隔教育の1つの実施形態と

して捉えた場合,その費用分析は1970年代から行われ

ている.WAGNER(1972)は,イギリスの公開大学 (OU)
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と従来の大学 (CU)を比較し,学部生当たりの経常経

費や設備費などの費用面について.OUの方が非常に

経済的であると指摘した.OUでは,食堂施設や図書

鰭,教室等の設備提供や教員数が少なくても良いため

である.また,OUの教育形態を通信教材,テレビ,

ラジオ,学習センター,スク-リングに分類し.その

費用構造について,通信教材,テレビ･ラジオ教材の

開発費は固定費用,学習センターおよびスクーリング

の経費は,受講者に応じて人的費用が必要なため変動

費用と定義している.WA(iEiR(1972)の指摘に対して

CARTER(1973)は,WAGNERの費用分析はCL川)非金

銭的な便益や研究機関としての役割を考慮していない

と主張した.CARTERの主張は,WAGNERはOUとCU

ではまったく異なるであろう ｢教育経験｣を考慮して

おらず,また,設備投資が高価であるCL=乃研究施設

や医学部なども考慮していないとするものであった.

一方,WAGNER (1973)は CARTERの主張に対 して

｢cARTERは消費と投資の便益を混同している｣と反論

している.WAGNERの分析では,0LJとCUの大学にお

ける教育効果は同じと仮定し,実際上の費用分析を行

っているのである.

LAIDLAW andLAYARl)(1974)は,OUa)大学全体の

費用のほかにコース費用にも着目し,各々を固定費用

と変動費用に分類している.また,既存のコースの保

守費用と新しいコースの生産費用を区別し,各固定費

用を年当りに換算して分析を行-〕ている,その結果,
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0LIの費用は,CLlよりも固定費用が大きく,変動費用

は小さくなることを示した.また,ou の学生数が約

2万人に連すれば,oUの全体費用は CUよりも小さ

くなることを示した.つまり,0LTは教材開発に費用

がかかるが,学生数が多くなれば学生あたりのコ一一ス

単価が小さくなる ｢規模の経済｣が働くことをホして

いる.しかし,0LJの規模の経済は最初の数年間で達

成され,その後はコース数を減らさなければこれ以上

の費用削減は山来ないとしている (WAGNER1977)

1980年代にはOU以外の遠隔教育大学 (DELJ)の事

例研究が行われている.R13Mt5u･.(1982)はいくつかの

事例研究から,DEL-の費用特性について次のように結

論付けている.1)r･:し■の費用は,使用するメディアによ

り人きく異なり,とくにテレビ放送やビデオ教材は印

刷教材やラジオ教材に比べ高価である.また,教材開

発費用は,ビジネス投資と同様,コースの使用予定年

数によって償却する固定費用と見なされる.コース教

材が高価であり樗修する学生数が少ない場合は規模の

経済が働かない.つまり,規模の経済が働かないコー

スははじめから提供されない可能性 もある.また,

KEEGANandlit･vltSJ.ド(1982)は,DEUはCUに比べて

費用効果は高いが,学生数に対しメディア ･教材への

投資が過大であったり,DEUにCUと同様な対面授業

を取り入れるなどの場合は,必ずしも費用効果が高く

なるとは限らないと述べている.遠隔教育の実施形態

の一つである e-1earningにおいても,一般に固定費用

である教材開発費は高く,変動費用は安くなる傾向が

ある (経済産業省 2004).

先に述べたoUや DEUを対象とした費用分析は,主

に国家政策や大学経営の視点から,教育効率や経営効

率を求めることを目的として行われている.すなわち,

一つの大学で何人を教育できるか,一定の国家予算額

で何人を教育できるか, ･人当たりの教育費用はいく

らか,などの観点である.費用と教育がもたらす効果

について分析する手法を費用効果分析といい,公共政

策の評価や教育効率の分析に用いられる.例えば幸田

(1994)は,学生一人当たりの経費によって放送大学

の費用効果分析を行っている,一般に学校教育では収

益を教育目的とはしていないため,費用効果分析に際

して,教育効果を効果の指標として扱うのは利にかな

っている. ･方,偉業内教育では.教育後の生産時間

の短縮や生産コストの削減,売上の増加などの指標に

より便益の定量的評価が可能である.将来に得られる

便益を金銭的価値として評価できれば,費用便益分析
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が可能である.また,山本ら (1LJLJ(J)の企業内教育の

事例のように,作業時間短縮を金銭的価値にして,損

益分岐点による教育評価も可能である.したがって,

e-1eanljllgの導入による教育効果や将来の便益を含む

｢教育自体の評価｣を目的とする場合は,これらの分

析手法は有効である.C-1camingの導入費用が大きくて

も,それ以上の教育効果や金銭的便益があれば,｢教育
自体の評価｣は高くなるからである.

しかし,導入時に懸念されている ｢機器設備の導入

費用 ･維持費用｣を検討する場合には,教育効果や便

益を除いた費用分析が必要である.また,e-learning

のシステムや教材開発,受講者負担といったミクロ的

視点の費用分析も必要である.なぜなら,今後,

e-leamingがより少人数･小グループで実施されるとす

れば,教育効果や便益を考慮した費用分析では規模の

経済が働かず,｢不経済な教育｣と評価されることが容
易に丁,憩されるためである.

ここでは,e-1earning導入時において,経済的に有利

な選択を目的とした分析を経済件分析と呼び,費用に

対する教育効率の算出を目的とする費用効果分析と区

別する.費用効果分析では,初期投資における設備を

減価償却費として実機の使用時間に応じてコースに配

分したり(山本ほか 1999),初期投資における設備費を

実際に使用した日数分に割り当てるが(星野ほか 1999),

経済性分析では実際に必要な ｢投資額｣を考え,投資対

象となった設備の使用回数に関らず年間費用として算出

する.つまり,e-1eiLmhlgの ｢教育効果を含む経済的価値｣

ではなく,e-leとullingへの ｢投資額｣を考える.

2. 本 稿 の 目 的

本稿では費用分析の視点を大きく4つに区分する

(表l).表1に示すうち,e-1earningのシステム全体

の経済性分析,メディア教材の開発費用分析及び受講

者負担の経済性分析を行 う.ど-1eamiIlgの導入を検討す

る際には ｢費用｣が懸念されており,その算定は導入

の是非を論ずるための重要な判断材料となる.よた,

システムの外注の有無,教材の開発体制や運営体制な

表1 費用分析の視点
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どの意思決定を行う際にも参考になると思われる.し

かし,e｣eamingの導入を検討する際に簡便に評価する

方法はあまり検討されていない.特に,｢教育効果を含
む経済的価値｣ではなく,｢実際の投資 (予想)額｣に
よる分析はほとんど検討されていない.本研究では,

小規模な e-1earningの導入費用について,簡便で実用

的な経済性分析手法を提案し,具体的な事例により考

察を行うことを目的とする.

3. 経済性分析の手法

3.1. 経済性分析の対象

本稿における経済性分析は,小規模 e-1earningを導

入する際に発生する費用を対象とする.分析対象とし

ている小規模e-1eamingは,受講者がWebに提示され

た教材によって学習したり,電子掲示板を通じて双方

向授業を行う非同期型の教育方式である.したがって,

導入時に発牛が予想される費用には,cL-1carningを実施

するためのコンビュ--タ設備,p-letlrnhg教材,システ

ムソフトの費用および開発に携わる人件費などが含ま

れる.また,小規模 e-1eamingを定義することは難し

いが,主な特徴としては,(D受講者数が少ない (全学

規模ではなく学科単位等),②コンテンツ開発は対面授

業と同様に各教員に任せられている (若しくは教材製

作専門の人員が居ない),喧)システム全般の運用･管理

に携わる人員が少数である (若しくは専属の開発 ･運

用人員が居ない),④予算が限定されている,などがあ

げられるであろう.

一般に C-1carningに使用されるコンピュータやソフ

トウエア等は,長期ではないが,複数年使用される.

また,C-1Carning教材も複数年使用すると予想されるた

め,使用予定年数を考慮した経済性分析が必要である.

3.2. 年 価 法

使用年数の異なる幾つかの設備投資評価を行うには,

各設備使用年数の最小公倍数を取った期間の資金流列

を算定する必要があるが,実用的には1回臼の投資と

類似した資金流列が続くと仮定し,各設備の年価を用

いるのが簡便である,年価は,毎期未均等払いの値に

換算した平均値であり,現在の価値すなわち現価から

求めるためには,(1)式を用いる (千住 ･伏見 1994).

M-Px資本剛 又係数 (1)

(1+i)'J-1

p:現価,M:年価,∩:期間,i:計算利率 (計算の簡便

Vo】.29,No.3(2005)

化のために資本利率や各種の利子率などを考慮し

た値,本稿では4%とする)

本稿では,ある費用項目の年価を

費用項目[年価]
として表記する.なお,土地や建物 ･設備などの固

定資産への長期投資では,計算利率に対して固定資産

の税金を考慮し,税引後の経折性評価が必要である(伏

見 1995).しかし,本事例では小規模な設備を想定し

ているためここでは考慮しない.

3.3. 導入時における経済性評価式

e-1ear11i11gの導入費用を講義費用とシステム自体に

要する費用とに分けて考える.また,e-learniTlgは,複

数の講義を提供すると想定する.

3.3.1. 講義費用

各講義毎に要する費用は,(2)式により算出する.請

義運営費は,単年度における1講義に必要な固定費で

ある.例えば,講義の補助を行うティーチング･アシ

スタント(TA)や電子掲示板上におけるコーディネー

タ,チュ一夕などを配置する場合の人件費である.隻

講者に必要な費用もこれに含む,しかし,教員 ･学牛

を管理する事務費 ･人件費や講義を運営する教員 ･事

務員への特別手当などの間接費については,計算の簡

略化のためここでは考慮しない.教材開発費[年価]は,

(2)'式により算出する.ただし,講義教材を毎年更新

する場合はより簡便であり,開発に携わる人件費を毎

年の固定額として見積もる.

講義費用-教材開発費[年価]+講義運営費 (2)

ただし,

教材開発費[年価]

-教材開発時間×人件費単価×二p-ML (2)メ

n:教材使用予定年数

3.3,2. システム費用

講義に要する費用以外のシステム自体に要する費用

は,(3)式により算出する.初期設備費には,e-learning

を実施する際に必要となるコンビュ-一夕等U)機器費や

システム開発費,またシステムの使用説明のための人

件費などを含む.システム運営費は,単年度における

システム自体に必要な保守費などである.

システム費用

-初期設備費二年価]+システム運営費 (3)

ただし,

初期設備費:年価]
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-機器費×[p-M]nI

十システム開発時間×人件費単価×[p-ML2 (3)'

n】:機器使用予定年数

n2:システム使用予定年数

講義科目により,(2)式における教材開発費[年価]及

び講義運営費は異なると7･想される.また,(3)式にお

ける初期設備費[年価]は全講義科目共通に用いる.し

たがって,e-】eanlillgを導入する際に要する費用は,(2)

及び(3)式により,(4)式で算出する.

導入費用

-全講義費用+システム費用

-∑.(講義開発費[年価]+講義運営費)

+初期設備費[年価]十システム運営費

j:講義科目

(4)

4. 経済性分析の具体例

4.1. 対象とする事例

4.1.1. 対象機関

ビジネススクール (専門職大学院)を事例とする.

大学の所在地は都市部より40KItl程の場所にあるため,

都市部にはサテライ ト教委を開設している.

4.1.2. e-Iearningの導入日的

講義は全て対面形式である.講義テーマに関して集

中的な討論や事例研究を行うために,モジュール型講

義 (1回の講義は90分×4時限または90分×2時限を

連続して行う)を採用している.しかし,モジューール

型講義では講義間隔が空いてしまうことから,学習効

果を高めることを目的として e-】earnhlgを導入してい

る.1回の講義に対し同時間分の準備 ･予習期間及び

復習期間を設けており,準備 ･予習期間及び復習期間

にe-】earningを活用する.

41.3. e-learningの活用形態

e-learningを活用する科目数は全43科目である.学生

定員数は2年次で70名であり,全員が使用するービジ

ネススクールを修了するための必要最小単位数は21科

目 (42単位),うち11科目 (22単位)はサテライ トにて

行う.なお,サテライ トにはコンピュータを設置して

おり,E'-1edrningでの使用が可能である.

4.1.4. e-】earningの開発と運用方法

tl.システムの開発

システムの開発はビジネススクールの専任教員が行

った,システムの主な機能は,
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①講義課題,資料の提示

②講義レポー トの提出 ･受領

③質疑応答用電子掲示板

④その他 (連絡用掲示板やシラバス一覧)

である.市販のシステムとは異なり,講義で所用す

る機能に限定しているため,操作は容易であり,事前

の説明などは特に必要としない.なお,システムに関

する機器費は,概ね50万円程度である.

b.全体の運用体制

システムの管理は開発を担当した教員が主に行って

いるが,日常的な管理業務はない.新規ユーーザ登録数

は年間35名である.

C.講義の運用体制

講義教材は講義を担当する教員が各自作成を行う.

講義教材はPDF形式,MS-Word形式,MS-Excel形式

等のファイルにより作成 ･提示される.

4.1.5. その他の諸条件

大学本校-サテライト間の公共機関による交通費は

往復で1,640円である.また,ビジネススクーJレである

ため多くが社会人学生であり,通学にはサテライ ト教

室の方が適している,

4.2. 事例の支出予測額

はじめに,事例における現状の経済性分析を行う.

計算を簡略化するため,対面講義とe｣earningによる

講義の時間が同じであれば,教育効果は同等であると

仮定する.事例では,各講義における教材は,対面話

義と同様に各担当教員が作成している.外注や学生ア

ルバイ トなどは居ないため,講義開発費はない.また,

講義運営費も特にない.初期設備費については,専任

教員による開発のため,機器費 (約50万円)のみであ

る.システム運営費は新規学生の登録のみであるため,

実質は無いものと考える.したがって,この場合の導

入費用は,(4)式より,

導入費用-∑.‖(0+0)+50万円[p-M].ll+0

-50万円[p-→MLl

となる.実際の導入時には,e-1eamingの使用年数を

検討すればよいことになる.

4.3. 不確実な要素を考慮した評価

対象事例におけるe-1earI血gの導入費用は,初期設

備費[年価]に依存していた.しかし,長期的視野では,

講義運営費や講義開発費等の増加を見込んだ導入費用

の算定も必要である. 一般的な投資の資金流列では,

投資額,稼得資金,投資の寿命,資本利率などが構成

要素として含まれ (伏見 1995),不確実な要素として
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経済性評価に影響する.事例とする小規模なC1caming

の導入費用に影響する不確実な要素は多数考えられる

が,ここでは限定された予算-の影響が大きいと思わ

れる.①教材開発費 (人件曹)と使用年数,②初期設

備費と使用年数の関係について検討を行う.

4.3.1. 講義費用における教材開発費の不確実要素

事例では,小規模な e-1earnjngであるため,教材開

発専門の人員は居なく,科目毎の教材は各教員が作成

している.しかし,コンピュータに堪能ではない教員

が居る場合や作成する講義資料が多くなる場合,それ

らを補うサポー ト人員の増加も予想される.

ある科目の講義教材の作成時間が実際の講義時間

(90分×15回-22.5時間)の2倍と予想されるとき,

教材作成時間の増加分をTAなどの学生の雇用により

対処すると想定する,学生の時給を1.400円,教材使用

予定年数を2年とすれば,増加分の教材開発費[年価]

は(2)'式より,

教材開発費[年価]

-(90分×15回分/′60)×1,400×[PーM]2

- 16,701円

となる.

複雑な図表 ･動画 ･アニメーションなどの作成が必

要な科目では,大幅に教材作成時間の増加が見込まれ

る.教材作成時間を検討するには,費用との関係を図

にすることにより分析が容易になる.図1は教材使用

(更新)年数が2年と4年の2種類について,教材作

成時間と教材開発費[年価]の関係を示している.

例えば,教材作成時間が講義時間の10倍 (点 a)か

ら15倍 (点a')に増加するとき,費用は167,062円から

約2倍の334,023円に増加する.しかし,予算の制限が

ある場合,教材使用年数を4年にすれば,点 a'と同じ

教材作成時間を要しても,約7割の費用で作成が可能

となる (点 h').また,点 aと同じ費用で教材を作成

したいときは,(2)'式により教材作成時間が求められ

る (点 b").したがって.教材使用年数を4年にする

ときは,点aよりも小さい費用で,点b一点b"の範団

の教材作成時間の追加が可能になる.

このように,教材作成時間の増加を望んでも予算の

制限があるときは,教材使用年数を長くするという選

択もあるだろう.また,この図からは,教材作成時間

は講義時間の20倍 (450時間)要するが4年間使用する

場合 (点b')と,教材作成時間と教材使用年数がそれ

らの半分 (点 a)を比較した場合,点 aの方が費用が

小さいことが分かる.つまり,教材作成時間と教材使

vot.29,No.3(2005)

教材作成時間 (h)

図1 教材作成時間と教材開発費[年価]

用年数を2倍にするよりも,2年間使用毎に教材を更

新した方が経済的に有利ということである.

4.3.2. システム費用における初期設備費の不確実

要素

事例では,専任教員がシステムの開発を行っており,

外部による開発や既製のシステムなどの購入は行って

いない.しかし,e-1eanlingを実施する際には,システ

ムの外部開発 ･既製品の購入といった外部発注による

方法も予想される.外部発注と自己開発のシステム費

用を比較する場合,使用予定年数を考慮した初期設備

費[年価]を求める必要がある.自己開発によるシステ

ムの初期設備費は前出の(3)'式により求められる･同

様に,外部発揮は次U)(5)式により算州を行う.システ

ム購入費には,ソフ トウエアや機器の費用が含まれる.

例えば,100万円の外部のソフトウエアを5年間使用し

ようする場合の初期設備費は,22.5万円である.

初期設備費[年価]

-システム購入費×[p→ML (5)

n:システム使用予定年数またはライセンス年数

外部発注と自己開発を比較した場合,"実際に支払う

金額"は外部発注の方が多額の初期投資を要すること

が多い.細川ら (2004)の事例では,外部のソフ トウ

エアを購入する場合と,研究の一環として開発を行う

場合では2倍の費用差額がある.特に小規模e-)edI･rling

では,開発や運用の専属要員を確保している場合が少

なく,スタッフが研究.教育活動の一環としで'ボラン

ティア的''に開発などを行っているために,実際の投資

額は小さくなる.自己開発によるシステムでは容易に

システムの改修が可能であるが,外部発注では改修費

用やシステムの更新費用が大きくなり,長期間更新が
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行えないこともある.また,多額の投資を行ったシス

テムや設備は,はじめから長期間の活用を前提とする

ことが多い.

使用予定年数が不確実であったり,使用予定年数が異

なるシステムの選択を行うときには,図2のような経済

件分析が簡便である.図2はシステム使用予定年数が2

午,3年,5年及び10年の場合について.各々の初期設

備費[年価]とシステム購入費の関係を示している.

例えば150万円のシステムの購入を検討するとき,シ

ステム使用予定年数が2年では80万円 (点a),3年で

は54万円 (点1)),5年では34万円 (点C),10年では18

万円 (点d)の初期設備費[年価]になる.当然のことな

がら,150万円のシステムが数種類あるときは,より長

期間使用できる (と期待できる)システムが経済的に

有利である.また,自己開発に10()方円を投資して5年

間使用する (点C')よりも,10年間使用できそうな150

万円のシステム (点 d)を購入する方が経済的に有利

である,ということも容易に判断可能である.この場

育,点C'の初期設備費[年価]は22万円であるので,150

万円のシステムの方が年価にして4万円経済的に有利

であるといえる.

4.4. 受講者負担の軽減を目的とする評価

受講者の負担軽減を目的として,e-1earningの導入を

検討する場合は,受講者の観点から経済性評価を行う

必要がある.受講者側の費用対効果は e-1earningの活

用による移動時間の短縮や機会費用より便益を求め,

収益率の算出により評価が可能である (田島 ･奥田

2OO3,日]島 ･奥田 2004).一般にビジネススクールに

在学している社会人学生は,人草へ通学することは大

変であり,e-leamiElgの活用による便益は大きいと思わ

(万円)

50

初
期
設
備
費

[年
価
]

50 100 150
システム購入費 (万円)

図2 システム購入費と初期設備費[年価]

376

れる.しかし,受講者の機会費用の ｢価値｣は,各受

講者の収入や収入に占める費用の割合により異なるた

め,その算定は困難である.そこで,受講者の観点か

らの経済性分析では,e-1earllingへ実際に投資する額と,

e-1eamiHgの導入により予想される移動費用の節減額

から収益を求める.

将来に節減されると予想される年間費用を現在価値

に換算するには,(1)式と資本回収係数の逆数を用いる.

資本回収係数の逆数を二M-うP]｡と表せば,e-1earningを導

入することによる受講者の収益は,(6)式で求められる.

受講者の年間収益[現価]

-受講者の年間節減費用x[MーP]n

一受講者の初期設備費

n:受講予想年数

(6)

本事例における学生について,初期設備費としてコ

ンビュ-一夕 1式30万円,インターネット接続費は5千

∩/月,大学本校までの交通費を1,640円/往復,ビジ

ネススクールを修了するまでに本校に通う回数を64回

/年とする.したがって,

受講者の年間収益[現価]

-(1,640×6415,000×12)×[M-→P]2-:iO方円
--215,205円

となり,この学生は講義に対して約21万円以 Lの｢価

値｣がなければ経済的に不利益となる.もしくは移動

時間に対する機会費用が21万円以上なければ不利益に

なる,また,受講者がコンピュータを購入せずに専ら

サテライ トにてe-1eJlrningを活用する場合,｢便益｣を

考慮しなくても84,795円の費用節減になる.

4.5. 教育種責の削減を目的とする評価

e-1eamingの導入目的が教育機関の負担費用の削減

であれば,e-]eamingへの投資額とp-leflrnillg導入後の

節減費用により評価が可能である.e-1earning導入後の

節減費用は従来の教育費用との差額により求め,教育

経費の年間削減額は(7)式により算出する.

教育経費の年間削減額[現価]

-教育機関の年間節減費用×[M→P]n

-e-]earningの初期設備費

n:システム使用予想年数

(71

事例において,e-1earningを導入せずに,全11科目の

予習 ･復習をサテライ トで行うと想定するとき,大学

本校からサテライ トまで教員が出向く回数は1科日当

たり8回/年である.教員の移動費用削減のために
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e-】earningの導入を検討する場合,大学本校とサテライ

ト間の交通費が1,640円/往復,e-1earningの初期設備

費は50万円で5年間使用するとすれば,

教育経費の年間削減額[現価]

-11×8×1,640×[M-P]5-50万円

-142,224円

となる.したがって,この想定では e-1earning導入

による費用削減効果はあるといえる.大学本校とサテ

ライ ト間の移動による旅費手当も交通費に加算すれば,

より費用削減効果はあるだろう.だが,科目数や教員

数が少ない場合,経済性分析では移動に伴う機会費用

を考慮しないため,費用削減効果は小さくなる.

4-6. 収益を含む評価

一般的には大学等では授業料以外に収益は無いが,

仮に生涯学習講座などのように受講者からある程度の

収益があるとき,収益を考慮してシステムの経済惟分

析を行うには(8)式により行う.受講料等の収入から(4)

式で示したe-1earningの導入費用を除けばよい.

教育機関の収益[年価]

-受講料収入一導入費用[年価] (8)

例えば,50万円のシステムを3年間使用するときの導

入費用は年180,174円,受講者数は35名で1名あたりの

受講料は5千円とする.この場合の教育機関の収益は,

教育機関の収益[年価]

-35×5,000-180,174

--5,174円

となり,毎年約 5千円♂)赤字になる.もし,この

e-1eamingの導入費用を受講料で補 うとすれば,赤字分

を受講音数35名で負担することになる.しかし,先に

述べたように受講者数が少なければ規模の経済が働か

ず,システム導入費用は限定される.収益を上げよう

とすれば,システム使用年数を延長する,受講料を高

く設定するなどの検討が必要である.

5. ま とめ と課題

本論文では,小規模な e-1earllillgを導入する際の課

題である費用に着目し,次の点について論 じた.

(1)予算や運営人員,受講者数等の規模が小さい教育

現場では,e-1earningの導入費用は大きな課題である.

導入を検討する指標となる費用分析 ･評価方法が必要

であるが,小規模な e-1earningでは受講者が少ないこ

とから規模の経済が働かず,受講者数を指標にした分

析は適さない.また,企業内教育のように教育の便益
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を金銭的価値として評価することは難しい.

(2)そこで,限られた予算や人員の中でe-1earningの

導入の是非や外部発注と自己開発の選択,複数のシス

テムからどれを導入するか,などの目的のために,敬

育効率や便益を含まない評価手法を示した.

(3)e-1earningの導入費用をシステム自体の費用と各

講義費用に分けて,年価法による経済作分析を挺案し

た.また,導入時の費用に影響する不確実な要素であ

る①教材開発費と教材使用年数,②初期設備費とシス

テム使用年数について,分析手法を事例により示した.

さらに,評価する目的が異なる場合の経済性分析手法

も示した.(D受講者負稗の軽減を目的とする評価,②

教育経費の削減を目的とする評価,③収益を含む評価

を事例により検討した.

最後に,C｣Carningの経済件分析を行うときは,次の

点に留意することが必要であろう.通常,学校教育にお

けるe-1earningの導入目的は,教育効果の向上であると

思われる.e-】eamillgの導入の是非やシステムの選択等

を検討する場合,｢教育効果｣は前提条件であり,費用
的側面からのみ行われるべきではない.経済性分析は,

経済的に有利な選択を行うための手法であるが,教育効

果を考慮にいれた使用年数などの設定も重要である.

分析の精度をより高めるためには,コンピュータ及

び周辺機器の消耗品費なども考慮する必要がある

(Moses2004),また,教材使用年数などが比較的長期

であれば,人件費や物価U)L昇を考慮する必要がある.

さらに,教員や学生を管理するための事務費用や特別

手当などの人件費,募集宣伝費,評価通知などの費用

が発生した場合,これらを考慮する必要があるだろう.

今後は,これらの要素を含めた経済性分析を検討する

予定である.
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lifetimeorilCourse;(2)system costandlifetimeora
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